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コロナ禍における地方移住

特定非営利活動法人 100万人のふるさと回帰・　　
循環運動推進・支援センター       　　　　　　　　

副事務局長　稲垣　文彦

［要　旨］
・ふるさと回帰支援センター・東京の2020年（コロナ禍）の移住相談の動向
・愛媛ふるさと暮らし応援センターの移住相談の傾向と内容
・ポストコロナ禍における地方移住の考察
・地域の受け皿づくりのための地域住民の当事者意識を生み出す関係人口の取組の考察

1. コロナ禍における移住相談
　（2020年の移住相談）
1-1．移住相談の件数
　ふるさと回帰支援センター・東京の年間相談件
数は、前年比22％減の38,320件であった（図１）。
これは２月からの新型コロナウイルス感染症の拡
大を受け、セミナーが中止となり（２～５月の中
止回数：94回）、前年比36％減の349件に留まった
ことに加え、４月、５月の緊急事態宣言の発出を
受け、休館を余儀なくされ、職員が在宅勤務に移
行したことも影響している。
　年間相談件数の内訳をみると、面談の件数は、

前年に比べ20％減少している。一方で、電話・
メールの件数は、前年に比べ25％増加しており、
電話・メール・面談の合計件数は、前年比105％
となっている。このことから、新型コロナウイル
ス感染症の拡大により外出を控えることが余儀な
くされるなかでも、地方移住への関心は低くなっ
てはいないと考えられる。
　参考までに、直近の2021年の１月～７月の電
話・メール・面談の件数は18,503件であった。こ
れまで過去最高の年間相談件数49,401件（見学・
セミナーを含む）を記録した2019年の１月～７月
の電話・メール・面談の件数は14,209件で、これ
と比較すると2021年は30％増加しており、こ
のことからも地方移住への関心は低くなって
はいないと考えられる。

1-2．移住相談者の傾向
　移住相談者の年代は、20代以下が19.9％、
30代が30.5％、40代が23.7％であった。40代
以下で全体の74.1％を占めており、若い世代
の相談者が多いことがわかる（図２）。

図１　月別相談の内訳と推移
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営業（新規）」13.5％と続いている（図４）。

1-5．希望地域ランキング（相談）
　相談者の希望地域（相談）では、１位は静岡県
で、２位山梨県、３位長野県と続いている。また、
９位に神奈川県、10位に群馬県、12位に茨城県、
13位に栃木県が入った（図５）。これは首都圏に
勤務する人達が、コロナ禍で在宅勤務となり、「職

場へのアクセス」を重視していた層
が「もう一部屋」の余裕を求めて引
越に近い感覚で移住を検討するとい
う、コロナ禍前までは存在していな
かった移住希望者層が増えたことに
よる影響ではないかと推測できる。
ただし、この傾向が、コロナ禍以降
も継続するかどうかについては注意
が必要である。

1-3．希望の地域類型
　相談者の移住を希望する地域類型で、最も多
いのが「地方都市（市街地）」68.5％で、「農村」
22％、「山村」15.6％と続いている（図３）。

1-4．希望する就労形態
　相談者の希望する就労形態で、最も多いのは
「就職（企業等）」68.9％で、「農業」14.3％、「自

図２　相談者の年代（単一回答　ｎ＝6,332）

図３　希望の地域類型（複数回答　ｎ＝3,668）

図４　希望する就労形態（複数回答、2020年：ｎ＝5,407）
図５　希望地域ランキング

（複数回答、2020年相談：ｎ＝4,400）
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2. 愛媛ふるさと暮らし応援センターの
　移住相談の傾向と内容
2-1．愛媛ふるさと暮らし応援センターの
　　 移住相談の傾向
　ここからは、ふるさと回帰支援センター・東京
に設置されている愛媛ふるさと暮らし応援セン
ターの移住相談の傾向を紹介していく。紹介する
前に、読者の皆さまは、すでにご存じだとは思う
が、ここであらためて、ふるさと回帰支援セン
ターの紹介をさせていただきたい。
　ふるさと回帰支援センターは、過疎化、少子高
齢化による人口減少に直面している地方自治体と
連携して「田舎暮らし・地方移住」を考えている
都市住民に情報提供、マッチングを行い、「より
良い人材」をその地域に紹介することで、持続可
能な地域づくりに寄与することを目的に2002年に
設立された。2021年現在では、ふるさと回帰支援
センター・東京に42道府県、２政令市が移住相談
員を配置し、各地の移住相談に対応している。加
えて、全国を７エリアに分け、各エリアに１～２
名、全国移住相談員（エリア担当）を配置し、希
望地域が決まっていない相談者の移住相談（漠然
相談）に対応している。ちなみに、この漠然相談
が意外と多く、全国移住相談員（エリア担当）は、
この漠然相談に対応し、希望地域が決まっていな
い相談者を各県の相談員や各市町村の相談窓口に
繋ぐ役割を果たしている。
　各地の移住相談員との情報交換の中で、筆者
は、最近の移住相談のキーワードは「ワーク・ラ
イフ・バランス」「地域貢献」「農ある暮らし」で
はないかと感じている。愛媛ふるさと暮らし応援
センターの傾向をみると、コロナ禍の傾向として
は①Uターン希望者が増えている。②20代前半
で転職を機に移住を検討しているという相談が増
えている。③一次産業、地域おこし協力隊、起業
への漠然とした関心を持っている相談者が増えて
いる。そして、④家族でのワーケーション希望の
相談が出てきたことがあげられる。他方で、以前
から変わらない傾向としては、⑤一次産業に挑戦

してみたい気持ちがある方が多いこと、⑥伝統産
業、ものづくり、継業に興味のある方がある一定
数いること。そして、⑦早期退職者や退職後の仕
事を探している50代、60代の相談者がある一定数
いることがあげられる。先のキーワードからみる
と「ワーク・ライフ・バランス」は①、②、④、
⑦と親和性が高く、「地域貢献」は③、⑥、⑦と、
そして「農ある暮らし」は③、⑤と親和性が高い
と感じることができる。

2-2．愛媛ふるさと暮らし応援センターの
　　 移住相談の内容
　ここからは、先のキーワードに関する具体的な
相談内容をご紹介していきたい。まずは、「ワー
ク・ライフ・バランス」、30代男性、四国出身、
首都圏在住、夫婦で移住したいという希望（Ｊ
ターン）。東京に出てきて10年、家賃の高さと都
会の生活のしにくさが要因で移住を検討。仕事の
探し方のアドバイスが欲しいという相談。つぎ
に、「地域貢献」、20代男性、首都圏出身在住、九
州の移住も視野に入れている（Ｉターン）。狩猟、
ジビエ、林業など山に関わることに関心がある。
四国には行ったことがないが、愛媛県は災害の心
配が少なそうなので相談。そして、「農ある暮ら
し」、40代男性、愛媛県出身、首都圏在住、ITの
システム開発の仕事をしているが、それ以外の仕
事が気になっている。一次産業や歴史文化に関わ
る仕事に興味があるという相談。仕事さえ見つか
ればすぐにでもUターンしたい。加えて、愛媛県
の特徴として柑橘果物の農業に関心をもっている
方の相談が多いので、その内容も紹介したい。20
代女性、首都圏出身在住、柑橘果物の農業に興味
があるので愛媛県が気になっている（Ｉターン）。
仕事よりも里山に住むことを重視しているという
相談。コロナですぐに体験することが難しいの
で、今後はオンラインフェアなどで情報収集して
いきたい。
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3. ポストコロナ禍の地方移住
　コロナ禍において「テレワーク移住」「ワーケー
ション」といった地方移住に関する新しいワード
が聞かれるようになった。また、先にも紹介した
ように、首都圏で勤務する人達が、コロナ禍で在
宅勤務となり、「職場へのアクセス」を重視して
いた層が「もう一部屋」の余裕を求めて引越に近
い感覚で移住を検討するという、コロナ禍前まで
は存在していなかった移住希望者層が増えたこと
により、首都圏近郊の関東地方の人気が上がって
いることも確かである。他方で、首都圏から距離
のある農村・山村を抱える自治体担当者からは、
オンラインセミナーやオンライン出張相談を開催
しても、知名度が低いため集客ができないといっ
た嘆きの声も聞こえる。そこでここでは、ポスト
コロナ禍の地方移住について考えてみたい。
　先のキーワードの二つ（ワーク・ライフ・バラ
ンスと地域貢献）から相談者のニーズと希望の地
域類型を整理してみたい。縦軸にワーク・ライ
フ・バランスをとった。ワーク・ライフ・バラン
スをライフスタイルの変化と読み解き、ここでは
軸の下にいくほどライフスタイルの変化度合が大
きくなるとした。横軸に地域貢献をとった。地域

貢献を地域（人）との関わり（つながり）と読み
解き、ここでは軸の左にいくほど地域（人）の関
わり（つながり）度合が大きくなるとした。こ
れをもとに相談者のニーズと希望の地域類型を整
理すると、第一象限に地方都市（市街地）が、そ
して、第三象限に農村・山村が該当するであろう
（図６）。
　先のコロナ禍で在宅勤務となり、「職場へのア
クセス」を重視していた層が「もう一部屋」の余
裕を求めて引越に近い感覚で移住を検討するとい
う、コロナ禍前までは存在していなかった移住希
望者層を考えると、この層はライフスタイルの大
きな変化を求めていないと推測できる。他方で、
先の愛媛県の相談内容にもあるようにライフスタ
イルを大きく変え、地域（人）との関わり（つな
がり）を重視している相談者がある一定数いるこ
とも確かである。
　このようなことから、ポストコロナ禍の地方移
住について、移住を受け入れる自治体の立場で考
えてみると、まずは、自らの自治体がどの象限に
あるかを確認することが重要である（広域に合併
した自治体の場合は地域によって象限が変わる）。
つぎに、その象限によって移住促進の戦略を考え
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図６　相談者のニーズと希望の地域類型の整理
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ていくことが重要となる。例えば、第一象限であ
れば、観光施策との連携のなかで自治体の知名度
を上げていく情報発信が大切になるし、第三象限
であれば、知名度よりも、移住することによって
どんなライフスタイルが実現できるか、どんな地
域（人）との関わり（つながり）ができるかの情
報発信が大切になるだろうし、その場合は、大き
なメディア媒体への発信というよりは、先輩移住
者や地域の受け皿を担っている地域住民による
SNSによる情報発信が有効であろう（人が人を呼
ぶ戦略）。いずれにしても、コロナ禍で地方移住
が注目されていることは確かであるし、政府もダ
イナミックに施策展開しているが、そのニュース
や動向に一喜一憂しないことが肝要である。その
上で、自らの自治体の立ち位置を再確認し、立ち
位置にあった戦略をたて、移住施策を着実に推進
していくといった地道な取組が、ポストコロナ禍
の地方移住においては、何よりも大切ではなかろ
うか。
　ちなみに、コロナ禍で人気が出ている関東地方
を希望する相談では、意外にも「地域に関わりた
い」という要望が少なからずある。また、ワー

ケーションも地域（人）との関わり（つながり）
がなければ、ただ単に地域が消費されるだけと捉
えることもできる。これらを踏まえると、実は地
方都市（市街地）でも農村・山村と同様に地域の
受け皿づくりが必要であることがわかる。地域の
受け皿づくりを推進するためには、住民の移住促
進に対する当事者意識が欠かせない。自治体は人
口減少を課題と捉え移住施策を推進する一方で、
地域住民はなぜ移住施策に取り組むのかを理解し
ておらず、移住者と住民との間に軋轢を生んでい
る事例を耳にする。移住促進がうまくいっている
自治体は住民と一体となって取り組んでいる。

4. 地域住民の当事者意識を生み出す
　関係人口の取組
　ここからは、地域の受け皿づくりを推進するた
めの地域住民の当事者意識をどのように生み出し
ていけばよいのかについて考えていきたい。当事
者意識を生み出すためには、関係人口の取組が欠
かせない。そこでここでは、あらためて関係人口
について考えてみたい。
　関係人口について、地域住民と関係人口が互い

図７　関係人口の４つのパターン

パターン４

地域で癒されたい
関係人口

地域の良さを承認してほしい
地域住民

地域の課題を解決してほしい
地域住民

地域で活躍したい
関係人口

パターン1

パターン2パターン3
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に求める関係（ニーズ）から整理をしたい。まず
は、地域（住民）が関係人口に求める関係（ニー
ズ）を「地域の課題を解決してほしい」と「地域
の良さを承認してほしい」とした（縦軸）。つぎ
に、関係人口が地域（住民）に求める関係（ニー
ズ）を「地域で活躍したい」と「地域で癒された
い」とした（横軸）（図７）。
　それでは、ここからはそれぞれのパターンにつ
いてみていきたい。一般的にイメージしやすいの
がパターン１だろう。特に、自治体職員がこのパ
ターンを志向するようである。なぜなら、考え方
がシンプルで、KPIがたてやすく、上司への説明
がしやすいからである。しかしながら、このパ
ターンでは、関係人口と地域住民が上下関係にな
りやすく、関係が長続きしないかもしれない。ま
た、地域で活躍したい関係人口の中には、勘違い
をしている人（自分のスキルで地域を助けてあげ
る的な上から目線の人）がいることにも注意が必
要である。
　意外とうまくいっているのがパターン３であ
る。しかしながら、自治体職員には苦手意識があ
るようである。なぜなら、考え方は理解できるも

のの、成果が測りづらい、上司の説得に時間がか
かる等、事前に越えなければならないハードルが
山ほどあるからである。でも、このパターンでは、
関係人口と地域住民が対等な関係になりやすく、
関係が長続きしやすい。また、関係人口と地域住
民とのやりとりによる地域住民の意識の変化にも
注意を払いたい。
　そこでここからは、パターン３の取組のポイン
トについて、地域づくりの足し算と掛け算の考え
方（外部人材を活用した地域づくりの考え方）（図
８）をもとに考えてみたい。この考え方は「地域
づくりには段階がある」という考え方で、その段
階とは、第一段階の「地域住民の当事者意識の獲
得」と第二段階の「地域住民による地域づくりの
実践」である。そして外部人材は、段階に合わせ
た支援を行う。地域住民の当事者意識が獲得され
ていない地域の地域力は－２とイメージしてみよ
う。地域力－２に、いきなり×２（掛け算の支援）
をすると地域力は－４となり、地域づくりは頓挫
する。そこでまずは、地道に＋0.5・・（足し算の
支援）をする。つぎに、地域力が＋0.5になった
時点で×２・・をすると地域づくりがうまく進む。

掛け算の支援
（事業導入型支援）

・地域住民による地域づくりの実践
（具体的な事業導入）に対する支援

・地域住民の当事者意識の確認
・地域住民の共通認識づくり
（地域ビジョンづくり）

足し算の支援
（寄り添い型支援）

・地域住民の不安や悩みに寄り添う、地域
住民と共に考え、行動する
・地域住民と外部人材とのつながりづくり
（交流の鏡効果）
・地域住民の小さな成功体験・楽しい共通
体験の積み重ね

地域の誇りの醸成

【地域力】

【時間】
0

【地域づくりの段階】
第一段階：地域住民の当事者意識の獲得 → 第二段階：地域住民による地域づくりの実践

【段階に合わせた外部人材の支援】

-2 +0.5+0.5・・・

×2×2・・・

図８　地域づくりの足し算と掛け算の考え方（外部人材を活用した地域づくりの考え方）
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ちなみに、この考え方は、新潟県中越地震で急激
な人口減少がおきた被災地域での現場実践から導
き出されており、地域おこし協力隊制度のベース
となっている考え方である。
　パターン３では、地域で癒されたい関係人口
が、地域住民とのお茶のみに参加し、出された漬
物に「美味しい」と感動する。それを見て嬉しく
なった地域住民が「またおいでよ」と声をかけ、
関係人口がまた来たいと思い、再訪するというよ
うなやりとりが繰り返される。この何気ない日常
のやりとりによって、対等な関係が生まれやすい
ことは言うまでもない。また、長い目でみると、
このやりとりは、先の足し算の支援となって、地
域住民の意識の変化を促し（地域の誇りを醸成→
地域住民の当事者意識の獲得）、地域住民による
地域づくりの実践に寄与することをここでは特に
強調しておきたい。住民主体の地域づくりが活発
な地域は、ヨソモノ（関係人口、移住希望者）に
とっては魅力的（地域住民の暮らし方に共感でき
る）で、よって、移住・交流の好循環が生まれや
すい。ここでは、パターン３のような関係人口の
取組が、地域の受け皿づくりに欠かせないことを
あらためて確認しておきたい。

5. おわりに（愛媛県の皆さまへの期待）
　筆者は、愛媛県の移住推進の取組に大変注目を
している。それは官民が一体となって取り組んで
いるからである。愛媛県では、令和２年度から移
住相談窓口事業を（一社）えひめ暮らしネット
ワークに委託をし、移住施策を推進している。ち
なみに、このえひめ暮らしネットワークは、愛媛
県内の地域おこし協力隊のOB・OGなどによっ
て構成されている。
　「地域おこし協力隊は移住者ですので先輩の目
線で相談者に寄り添ったサポートができ、また、
様々な職業に就いており、地域の状況をよく知っ
ていますので、仕事や暮らしのアドバイスができ
ると思いましたので、令和２年度より移住相談窓
口事業を委託しました。現在では、移住者目線で

セミナーの企画・運営に携わってもらい大変助
かっています。相談については、仕事を超えて真
摯に向き合ってくれていて、相談者の評判も大変
良いです。また、昨年は、コロナ禍で、市町のオ
ンライン導入のサポートをしてもらい、そのお蔭
で早く導入できましたので、相談件数も微減で留
まりました。今後は、県内に130名いる地域移住
相談員のスキルアップと市町を越えた連携を図っ
ていきます。このサポートをお願いしたいと思い
ます」という話を愛媛県庁企画振興部政策企画局
地域政策課地域づくり支援グループの担当者より
伺った。県の担当者も官民連携の取組に手応えを
感じているようである。また、ネットワークのメ
ンバーは、先の地域づくりの足し算と掛け算の考
え方をよく理解し、この考え方をもとに地域おこ
し協力隊の活動を行い、地域住民の当事者意識の
獲得に寄与してきたメンバーでもある。愛媛県の
皆さまにおいては、このメンバーを核に県・市町
と地域住民が一体となって移住施策に取り組んで
いただくことで、持続可能な地域づくりを推進し
ていただくとともに、全国各地を牽引する役割を
担っていただくことに期待したい。
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